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再お問い合わせ 

 

貴社の工事契約書等について、貴社より２０１４年(平成２６年)７月１４日、

改訂後の工事契約書、見積書、保証書の各資料をご提供いただき、ありがとう

ございました。 

貴社からご提供を受けました上記資料を基に、特に、改訂後の工事契約書を

中心に検討いたしましたところ、改訂前より改善された点もあるものの、依然

として、消費者利益の保護の観点から見て、いくつかの問題点や疑問点が散見

されます。 

そこで、当団体は、貴社に対して、改訂後の工事契約書（以下「本契約書」

といいます）に関し下記のとおり、再度質問をさせていただきます。 

貴社におかれましては、お忙しいところ、恐縮ですが、２０１４年１１月２８

日までに、文書でご回答いただきますようお願い申し上げます。 

なお、当団体は、本「お問い合わせ」については文書のやり取りを行っている

事実も含めて非公開にて行っておりますが、一定の解決に至った場合にはその

時点で、本「お問い合わせ」の内容及び解決結果を当団体ホームページ等で公

表させていただきますことをご承知おきください。 

 

記 

 

１．貴社の事業内容は社名の通り外壁塗装が中心と認識しておりますが、それ

以外のリフォーム工事を顧客から依頼されるケースもありうると思われま

す。本契約書は外壁塗装以外の工事にも適用されるのでしょうか。 

http://www.kc-s.or.jp/


 

２．本契約書第２条（契約金の支払い）に関して、「表記支払方法に従い支払う

こと」とあり、表紙には「工事完工後金融機関営業日３日以内」とありま

す。他の条項にも「終了後の立会確認」について規定がないように見受け

られますが、このことについての貴社の見解をお聞かせください。 

 

３．本契約書第６条（工期の延期）に関して、「工事に支障を及ぼす天候の不良

その他の乙の責に帰することが出来ない事由または正当な理由により工期

内に工事を完成することが出来ないとき」について定められていますが、

「乙の責に帰する事由により、工期内に工事を完成することが出来ないと

き」についての規定がありません。このことについての貴社の見解をお聞

かせください。 

 

４．本契約書第９条第一項に関して、「工期最終日から１ヵ月以内に完成するこ

とが可能な場合を除く」との但し書きがあり、１ヵ月以内であれば無条件

で工期が延長できるかのように見受けられます。 

  ①１ヵ月程度工期が遅れるとはどういう事態を想定されていますか。 

  ②過去１年間で貴社が請け負った工事の中で、１ヵ月以上工期が遅れたケ

ースは何件ありましたか。 

③一般社団法人住宅リフォーム推進協議会の定める住宅リフォーム工事請

負契約約款（以下標準約款）には、工事遅延のペナルティとして「遅滞日

数１日につき、契約金から工事済部分と搬入工事材料に対する契約金相当

額を控除した額に年 14.6％の割合を乗じた額の違約金」の支払いが定めら

れています。このことの是非はおくとしても、本来工事遅延に対する罰則

規定があってしかるべきと考えますが、このことについての貴社の見解を

お聞かせください。 

 

５．本契約書第１３条に、クーリングオフについての記載があります。貴社の

過去１年間の契約の中で、特定商取引法が適用される割合は何％だったで

しょうか。 

 

６．本契約書第１２条に、請負人の「本社又は表記の支店所在地の裁判所」に

合意管轄を定めていますが、本来、物件所在地が最も適切な管轄であり、

標準約款でも物件所在地を管轄地と定めています。あえて請負人の「本社

又は表記の支店所在地の裁判所」に合意管轄を定めた理由をご教示くださ

い。 

 

以上 


